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1.  平成23年12月期第1四半期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期第1四半期 1,913 5.2 △116 ― △129 ― △171 ―

22年12月期第1四半期 1,818 △28.4 △137 ― △189 ― △185 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純

利益
円 銭 円 銭

23年12月期第1四半期 △2,783.70 ―

22年12月期第1四半期 △3,019.16 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期第1四半期 3,557 207 5.8 3,371.55
22年12月期 5,249 378 7.2 6,155.27

（参考） 自己資本   23年12月期第1四半期  207百万円 22年12月期  378百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

23年12月期 ―

23年12月期 
（予想）

0.00 ― 0.00 0.00

3.  平成23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計)

3,051 △29.0 △140 ― △179 ― △134 ― △2,176.46

通期 5,316 △41.7 34 ― △41 ― 2 △49.7 32.48



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  無  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方
法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外でありますが、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは完了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】P.３「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期1Q  62,400株 22年12月期  62,400株

② 期末自己株式数 23年12月期1Q  832株 22年12月期  832株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年12月期1Q  61,568株 22年12月期1Q  61,568株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日～平成23年３月31日）における我が国経済は、新興国の内需拡大

による経済成長に牽引され、企業収益は全体として改善基調にありましたが、雇用・所得環境は引き続き厳しい状

況にあり、欧州諸国の財政不安に加え、中東・北アフリカ諸国の政情不安や東日本大震災が発生し、依然として景

気の先行きが不透明な状況が続いています。 

 不動産業界におきましては、在庫や価格の調整が進んだことや、借入金利の低下、政府の住宅購入促進策の影響

により、持家、分譲を中心に持ち直しの傾向がみられました。 

 当社グループの主力事業である投資用マンション市場におきましては、年金制度や将来の生活への不安がある

中、安定した家賃収入が期待できる投資商品として底堅い需要がみられますが、景気悪化等の影響から雇用・所得

環境の悪化に伴う投資マインドの低下や所得の落ち込みによる融資への影響などにより、事業環境は不安定な状況

が続いております。 

 このような事業環境のもと、当社グループは投資用マンション「グリフィンシリーズ」の企画・販売を事業領域

の中心に据えてまいりましたが、国土交通省関東地方整備局より、宅地建物取引業法第65条第２項に基づく業務停

止処分を受けたため、平成23年２月１日から平成23年２月22日までの22日間、宅地建物取引業法に係る全部の業務

を停止いたしました。当社はこの処分を厳粛に受け止め、業務停止期間後におきましても、処分の要因となりまし

た電話による販売営業活動を停止し、「グリフィンシリーズ」に係る不動産管理事業等を主力とした事業構造への

転換を図っております。 

 その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は1,913百万円（前年同期比5.2％増）、営業損失116百万円（前

年同期は137百万円の営業損失）、経常損失129百万円（前年同期は189百万円の経常損失）、四半期純損失171百万

円（前年同期は185百万円の四半期純損失）となりました。 

  

（不動産販売事業）  

新築の投資用マンションとして「グリアス・宮崎台」（川崎市宮前区）、「グリフィン横浜・桜木町拾壱番館」

（横浜市西区）など２棟を供給し、38戸を販売した他、投資用マンションの中古物件２戸を販売いたしました。ま

た、戸別販売を予定しておりました新築物件「グリフィン横浜・西口弐番館」（横浜市西区）56戸を一棟販売いた

しました。 

その結果、売上高は1,678百万円（前年同期比17.6％増）、営業損失は99百万円（前年同期は116百万円の営業損

失）となりました。 

（不動産管理事業） 

前連結会計年度に建物管理を主な事業としております株式会社陽光ビルシステムを売却したことから、売上高は

111百万円（前年同期比48.7％減）、営業利益は54百万円（同31.5％減）となりました。 

（不動産賃貸事業）  

収益物件が減少したことから、売上高は92百万円（前年同期比22.2％減）、営業利益は28百万円（同52.8％減）

となりました。  

（不動産仲介事業） 

賃貸仲介を事業の中心に据えましたが前述の宅地建物取引業法に係る業務停止処分の影響を受け、売上高は15百

万円（前年同期比52.7％減）、営業利益は０百万円（前年同期比95.7％減）となりました。  

（その他の事業） 

前連結会計年度にアコースティックマンションファンドの物件を全て売却し、ビジネスホテルファンド１物件と

なったため、売上高は13百万円（前年同期比31.8％減）、営業損失１百万円（前年同期は０百万円の営業利益）と

なりました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

(1)資産、負債及び純資産の状況  

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ1,692百万円減少し、3,557百万円となりまし

た。これは主に保有在庫の圧縮によりたな卸資産が1,621百万円減少したことによるものであります。 

また、当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,520百万円減少し、3,349百万円と

なりました。これは主に有利子負債が返済により1,088百万円減少したこと及び支払手形及び買掛金が428百万円減

少したことによるものであります。 

当第１四半期連結会計期間末の純資産については、前連結会計年度末に比べ171百万円減少し、207百万円となり

ました。これは主に四半期純損失171百万円の計上によるものであります。  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



(2)キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末から11百万円減少し、

395百万円となりました。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、1,063百万円の収入（前年同期は465百万円の収入）となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純損失161百万円、物件売却によるたな卸資産の減少1,621百万円、仕入債務の減

少428百万円によるものであります。  

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、14百万円の収入（前年同期は14百万円の収入）となりました。これ

は主に会員権の売却による収入３百万円、差入保証金・敷金の戻入など、その他７百万円の収入によるものであり

ます。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、1,089百万円の支出（前年同期は581百万円の支出）となりました。

これは主に有利子負債の返済1,088百万円（純額）によるものであります。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成23年12月期の業績予想につきましては、平成23年２月21日に公表いたしました「平成22年12月期決算短信」

における業績予想から変更はありません。 

 なお、実際の業績等は、業況の変化などにより予想数値と異なる可能性があります。 

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

該当事項はありません。  

  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

（会計処理基準に関する事項の変更） 

「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。なお、これによる損益に与える影響はありません。 

  

（表示方法の変更） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。

  

  

２．その他の情報



（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 投資用マンション事業におきまして、業容の拡大を図るべくマンション用地の取得を積極的に行ってまいりまし

たが、建築費の高騰により事業化が困難となり着工を見合わせていたプロジェクトが複数存在しており、事業期間

が長期化していることから当該未着工のマンション用地に係る借入金について、金融機関に対して返済期日の延長

を要請しております。また、現在建築中及び完成しているプロジェクトに関して、販売戸数の落ち込み等により、

当初の計画から販売及び供給スケジュールの見直しを実施したため、土地部分の借入金や建設代金において返済ス

ケジュール及び返済方法の切り替えが必要となり、金融機関及び建設会社との協議の上、これまでの期日一括もし

くは手形を振り出すことによる返済条件から販売の都度、返済及び支払いを行う方法へと切り替えを順次行ってま

いりました。 

 しかし、当社は、国土交通省関東地方整備局より、宅地建物取引業法に違反したとして、平成23年２月１日から

平成23年２月22日までの間、同法第65条第２項に基づく業務停止処分を受けており、当該業務停止期間中は宅地建

物取引業に係る新規の営業活動等が禁止されておりました。 

 よって当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

  

 当社は当該状況を解消するため、以下の対応を進めてまいります。 

（事業構造の見直し） 

 投資用マンション事業におきましては、年金制度や将来の生活への不安がある中、安定した収入が期待できる投

資商品として底堅い需要が見られますが、景気悪化等の影響から所得・雇用環境の悪化に伴う投資マインドの低下

や所得の落ち込みによる融資への影響により、販売戸数が落ち込んできておりました。この厳しい状況にある中、

前述の業務停止処分を受けました。当社はこの処分を厳粛に受け止め、業務停止期間後におきましても、処分の要

因となりました電話による販売営業活動を停止し、「グリフィンシリーズ」に係る不動産管理事業等を主力とした

事業構造への転換を図っております。 

（借入金返済と建設代金の支払い） 

 当社が所有しております未着工の土地の借入金の返済や、現在建築中及び完成しているプロジェクトの建設代金

の支払いにつきましては、建設会社及び金融機関との協議の上、分譲販売の都度、返済及び支払いを行う方法へと

切り替えておりましたが、電話による販売営業活動を停止し、投資用マンション事業を大幅に縮小することから、

土地での売却や１棟販売を行うことによって早期に在庫圧縮と資金回収を図り、その資金から借入金の返済や建設

代金の支払いを行う予定です。 

（人員・コスト削減） 

 販売費及び一般管理費におきましても、平成23年１月28日実施の希望退職者募集に加え、平成23年２月25日に投

資用マンション事業の大幅な縮小による経営合理化の取り組みとして人員削減を行いましたが、今後も人件費・コ

ストの削減を実施し、さらに、その他全てのコスト管理を徹底することにより、収益力の向上を目指してまいりま

す。 

   

  



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 395,947 407,062

受取手形及び売掛金 37,456 31,865

商品及び製品 4,337 4,144

販売用不動産 588,067 1,928,052

仕掛販売用不動産 1,044,747 1,319,699

原材料及び貯蔵品 6,279 13,278

繰延税金資産 2,225 10,821

その他 82,089 114,735

貸倒引当金 △50,732 △51,761

流動資産合計 2,110,418 3,777,898

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 18,113 18,825

減価償却累計額 △13,441 △13,949

建物及び構築物（純額） 4,671 4,875

車両運搬具 2,167 9,152

減価償却累計額 △2,167 △9,152

車両運搬具（純額） － －

工具、器具及び備品 70,397 70,397

減価償却累計額 △68,990 △68,873

工具、器具及び備品（純額） 1,406 1,523

土地 － －

リース資産 11,113 16,403

減価償却累計額 △2,778 △2,575

リース資産（純額） 8,335 13,828

有形固定資産合計 14,413 20,227

無形固定資産   

その他 1,758 1,872

無形固定資産合計 1,758 1,872

投資その他の資産   

投資有価証券 205 206

長期貸付金 5,133 5,690

繰延税金資産 5,116 5,151

投資不動産 1,587,693 1,587,693

減価償却累計額 △236,958 △230,207

投資不動産（純額） 1,350,735 1,357,486

その他 74,114 87,360

貸倒引当金 △4,798 △6,763

投資その他の資産合計 1,430,505 1,449,132

固定資産合計 1,446,678 1,471,231

資産合計 3,557,097 5,249,130



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 11,667 439,751

短期借入金 901,280 1,693,680

1年内返済予定の長期借入金 920,000 1,201,000

未払法人税等 1,931 5,686

その他 600,276 534,720

流動負債合計 2,435,155 3,874,838

固定負債   

長期借入金 395,000 410,000

退職給付引当金 14,131 34,795

長期預り保証金 479,487 499,554

その他 25,743 50,973

固定負債合計 914,362 995,324

負債合計 3,349,517 4,870,163

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,071,420 1,071,420

資本剰余金 1,046,860 1,046,860

利益剰余金 △1,810,723 △1,639,336

自己株式 △99,912 △99,912

株主資本合計 207,644 379,031

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △65 △64

評価・換算差額等合計 △65 △64

少数株主持分 － －

純資産合計 207,579 378,967

負債純資産合計 3,557,097 5,249,130



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 

 至 平成23年３月31日) 

売上高 1,818,448 1,913,059

売上原価 1,541,696 1,769,429

売上総利益 276,751 143,629

販売費及び一般管理費 414,386 259,866

営業損失（△） △137,635 △116,236

営業外収益   

受取手数料 3,330 750

還付消費税等 9,449 －

保険解約返戻金 87 －

融資手数料戻り － 6,495

債務勘定整理益 － 4,393

その他 1,945 2,366

営業外収益合計 14,811 14,005

営業外費用   

支払利息 57,490 27,396

支払保証料 569 －

支払手数料 8,275 －

貸倒引当金繰入額 28 －

その他 744 73

営業外費用合計 67,107 27,469

経常損失（△） △189,931 △129,700

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 1,473

償却債権取立益 384 －

固定資産売却益 － 1,780

受取和解金 － 2,000

その他 － 22

特別利益合計 384 5,277

特別損失   

固定資産除却損 － 172

減損損失 4,186 －

事業構造改善費用 － 20,829

事業構造改善引当金繰入額 － 16,456

特別損失合計 4,186 37,459

税金等調整前四半期純損失（△） △193,732 △161,883

法人税、住民税及び事業税 6,827 873

法人税等調整額 △14,676 8,630

法人税等合計 △7,849 9,503

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △171,387

少数株主利益 － －

四半期純損失（△） △185,883 △171,387



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △193,732 △161,883

減価償却費 10,523 7,741

減損損失 4,186 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,626 △20,664

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,369 △2,993

受取利息及び受取配当金 △58 △10

支払利息 57,490 27,396

固定資産売却損益（△は益） － △1,780

固定資産除却損 － 172

事業構造改善費用 － 20,829

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） － 16,456

売上債権の増減額（△は増加） 449 △5,590

たな卸資産の増減額（△は増加） 665,794 1,621,741

仕入債務の増減額（△は減少） 625 △428,084

その他 △6,474 14,102

小計 541,799 1,087,433

利息及び配当金の受取額 58 10

利息の支払額 △69,831 △19,906

法人税等の支払額 △6,741 △3,569

営業活動によるキャッシュ・フロー 465,284 1,063,968

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,881 －

有形固定資産の売却による収入 － 1,780

無形固定資産の取得による支出 △835 －

会員権の売却による収入 － 3,800

貸付金の回収による収入 579 556

その他 17,607 7,946

投資活動によるキャッシュ・フロー 14,470 14,083

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 535,000 －

短期借入金の返済による支出 △208,920 △792,400

長期借入金の返済による支出 △907,175 △296,000

配当金の支払額 △135 △103

リース債務の返済による支出 △558 △664

財務活動によるキャッシュ・フロー △581,788 △1,089,167

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △102,033 △11,115

現金及び現金同等物の期首残高 676,292 407,062

現金及び現金同等物の四半期末残高 574,258 395,947



 投資用マンション事業におきまして、業容の拡大を図るべくマンション用地の取得を積極的に行ってまいりまし

たが、建築費の高騰により事業化が困難となり着工を見合わせていたプロジェクトが複数存在しており、事業期間

が長期化していることから当該未着工のマンション用地に係る借入金について、金融機関に対して返済期日の延長

を要請しております。また、現在建築中及び完成しているプロジェクトに関して、販売戸数の落ち込み等により、

当初の計画から販売及び供給スケジュールの見直しを実施したため、土地部分の借入金や建設代金において返済ス

ケジュール及び返済方法の切り替えが必要となり、金融機関及び建設会社との協議の上、これまでの期日一括もし

くは手形を振り出すことによる返済条件から販売の都度、返済及び支払いを行う方法へと切り替えを順次行ってま

いりました。 

 しかし、当社は、国土交通省関東地方整備局より、宅地建物取引業法に違反したとして、平成23年２月１日から

平成23年２月22日までの間、同法第65条第２項に基づく業務停止処分を受けており、当該業務停止期間中は宅地建

物取引業に係る新規の営業活動等が禁止されておりました。 

 よって当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

  

 当社は当該状況を解消するため、以下の対応を進めてまいります。 

（事業構造の見直し） 

 投資用マンション事業におきましては、年金制度や将来の生活への不安がある中、安定した収入が期待できる投

資商品として底堅い需要が見られますが、景気悪化等の影響から所得・雇用環境の悪化に伴う投資マインドの低下

や所得の落ち込みによる融資への影響により、販売戸数が落ち込んできておりました。この厳しい状況にある中、

前述の業務停止処分を受けました。当社はこの処分を厳粛に受け止め、業務停止期間後におきましても、処分の要

因となりました電話による販売営業活動を停止し、「グリフィンシリーズ」に係る不動産管理事業等を主力とした

事業構造への転換を図っております。 

（借入金返済と建設代金の支払い） 

 当社が所有しております未着工の土地の借入金の返済や、現在建築中及び完成しているプロジェクトの建設代金

の支払いにつきましては、建設会社及び金融機関との協議の上、分譲販売の都度、返済及び支払いを行う方法へと

切り替えておりましたが、電話による販売営業活動を停止し、投資用マンション事業を大幅に縮小することから、

土地での売却や１棟販売を行うことによって早期に在庫圧縮と資金回収を図り、その資金から借入金の返済や建設

代金の支払いを行う予定です。 

（人員・コスト削減） 

 販売費及び一般管理費におきましても、平成23年１月28日実施の希望退職者募集に加え、平成23年２月25日に投

資用マンション事業の大幅な縮小による経営合理化の取り組みとして人員削減を行いましたが、今後も人件費・コ

ストの削減を実施し、さらに、その他全てのコスト管理を徹底することにより、収益力の向上を目指してまいりま

す。 

 しかしながら、このような事業構造への転換を図るための必要資金及び運転資金につきましては、現在外部調達

を含め検討中であります。また、これらの対応策は実行過程であることから、現時点では、継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められます。 

 なお、財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財務諸

表に反映しておりません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記



  

    ［事業の種類別セグメント情報] 

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日）   

 （注） 事業区分の方法及び各区分の内容 

     事業区分は事業内容を勘案して次のとおり分類しております。 

     不動産販売事業・・・・マンション等の販売 

     不動産管理事業・・・・マンション等の管理 

     不動産賃貸事業・・・・マンション等の賃貸 

          不動産仲介事業・・・・不動産の仲介  

     その他の事業・・・・・ファンド事業他 

    

    ［所在地別セグメント情報］  

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日）   

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

 ［海外売上高］ 

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日）  

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

（５）セグメント情報

  

不動産販売

事業 

（千円） 

不動産管理 

事業 

（千円） 

不動産賃貸

事業 

（千円）  

不動産仲介

事業 

（千円） 

その他の 

事業 

（千円） 

 計（千円） 

 消去又は 

全社 

（千円） 

連結 

（千円） 

 売上高                 

(1)外部顧客に対する

売上高 
 1,427,710  218,139  119,446  33,028  20,123  1,818,448  － 1,818,448

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 －  8,745  1,507  －  12,207  22,459  (22,459)  －

 計  1,427,710  226,884  120,953  33,028  32,331  1,840,908  (22,459) 1,818,448

 営業利益又は 

 営業損失（△） 
 △116,306  79,751  59,797  18,348  95  41,685  (179,320) △137,635



    ［セグメント情報］ 

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 したがって、当社は事業目的またはサービスの内容等が概ね類似している各個別事業を「不動産販売事業」、

「不動産管理事業」、「不動産賃貸事業」、「不動産仲介事業」の４つに集約していることから、これらを報告

セグメントとしております。 

 各報告セグメントの事業内容は、以下のとおりであります。  

   

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

    当第１四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日）        （単位：千円） 

 （注）１.「その他」の区分には、ファンド事業、貸金業、設計監理事業等が含まれております。 

    ２.セグメント利益又はセグメント損失の調整額△98,930千円は、各セグメントに配分していない全社費用で

あります。 

    ３.セグメント利益又はセグメント損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と一致しており

ます。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

     該当事項はありません。 

  

   （追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。 

  

   

該当事項はありません。  

  

  

報告セグメント  事業内容 

 不動産販売事業   マンション等の販売 

 不動産管理事業  マンション等の管理 

 不動産賃貸事業  マンション等の賃貸 

 不動産仲介事業  不動産の仲介 

  報告セグメント  

  

その他 

（注）１ 

  

 合計  

  

 調整額 

（注）２ 

  

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）３ 

  

不動産販売

事業 

  

不動産管理

事業 

  

不動産賃貸

事業 

  

不動産仲介

事業 

  

計 

  

 売上高                   

外部顧客への売上高  1,678,939  111,836  92,924  15,637 1,899,338  13,720  1,913,059  － 1,913,059

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  － － － － －  －  － －

 計  1,678,939  111,836  92,924  15,637 1,899,338  13,720  1,913,059  － 1,913,059

セグメント利益又はセ

グメント損失（△） 
 △99,284  54,669  28,253 794 △15,567  △1,738  △17,305  △98,930 △116,236

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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